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１．１６年 ８月中間期の連結業績（平成１６年３月１日～平成１６年８月３１日）

　（１）連結経営成績 　　     (記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 8月中間期 5,576 （   40.3 ） 179

15年 8月中間期 3,973 （△ 13.2 ） △ 124 △ 115

 16年 2月期 9,399 328 335

百万円 ％ 円 銭 　　　円　　　銭　　

16年 8月中間期 90 （   －　 ） 20 65 － －

15年 8月中間期 △ 146 （   －　 ） △32 62 － －

　16年 2月期 26 2 87 － －

（注） ①持分法投資損益 16年 8月中間期　  　－  百万円 15年 8月中間期　　　－　百万円 16年 2月期　　－　百万円

 　　　②期中平均株式数（連結） 16年 8月中間期　4,366,950株 15年 8月中間期　　4,502,559株 16年 2月期　　4,457,710株

　　　 ③会計処理の方法の変更 無

 　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　（２）連結財政状態

百万円 ％ 円 銭

16年 8月中間期 9,966 5,775 58.0       1,322 60

15年 8月中間期 9,393 5,720 60.9       1,273 84

16年 2月期 10,135 5,750 56.7       1,313 61

（注）１．期末発行済株数　（連結） 16年 8月中間期 4,366,950株　 15年 8月中間期　4,490,950株 　16年 2月期　4,366,950株

　（３）連結キャッシュフローの状況

百万円 　　      百万円 　　   百万円 　   百万円

16年 8月中間期 568 △32    △26 1,782

15年 8月中間期 466 90   △172 1,579

16年 2月期 636 　　△140   △380 1,271

　（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　　    ４社 持分法適用非連結子会社数     －  社 持分法適用関連会社数   　　　  －  社

　（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結  （新規） － 社 （除外） －  社 持分法（新規） －  社 （除外）　－　社

２．１７年２月期の連結業績予想（平成１６年３月１日～平成１７年２月２８日）

百万円 百万円 百万円

10,500 560 270

     (参考) １株当たり予想当期純利益 (通期) 61円　 83銭

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提として

　　います。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたって

　　の注意事項等につきましては、添付資料の5ページを参照してください。
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１．企業集団の状況

  当社の企業グループは、フロイント産業株式会社（当社）及び子会社４社により構成されており、事業は機械装置、

化成品の製造販売及び治験薬製造受託を行っております。

  事業内容と当社及び子会社の当該活動にかかる位置付けは、次のとおりであります。

  なお、当社の企業グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は同一であります。

区      分 主 　要 　製 　品 主  要  な  会  社

 粉 粒 体 主 要 機 械 装 置

 計 器 ・ 部  品

 医薬品添加剤、栄養補助食品  製造・販売 　当　　　社

 食  品  品　質  保  持  剤  製造 　フロイント化成（株）

    以上の企業グループ等について図示すると次のとおりであります。

国    内 海    外

 
 

 
 
 

　　　　　（機械部門）
部品供給及び 製造・販売会社

（化成品部門） 技 術 供 与 ※ 製 品 販 売
※ 食品品質保持剤
の 購 入

投資

（その他）

※
持株子会社

投資
（化成品部門）

※ 治験薬製造
技術供与 VPS　CORPORATION 受託
治験薬製造
委託

（注）（1）※…連結子会社であります。
　　　（2）FREUND　INTERNATIONAL,LTD．は
　　　　　 関係会社に対する投資等を目的と
　　　　　 する持株会社であります。

　当　　　社

 託及び仲介 　VPS　CORPORATION

　VECTOR  CORPORATION
 製造・販売

　当　　　社

 治験薬製造受 製薬・食品・化学等の開発研

  機  械  部  門  

化 成 品 部 門

 究、処方検討等の受託

 治験薬製造の受託及び仲介

 粉粒体機械のプラント工事

海
外
ユ
ー
ザ
ー

VECTOR  CORPORATION

フロイント化成（株）

（化成品部門）　製品・商品の販売 FREUND  INTERNATIONAL,  LTD.  

（化成品部門）　治験薬製造受託

（機械部門・化成品部門）　　製品・商品の販売

国
内
ユ
ー
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ー

フ
 
ロ
 
イ
 
ン
 
ト
 
産
 
業
 
㈱

（機械部門）　　製品・商品の販売
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1.経営の基本方針
    当社は昭和39年の創立以来、造粒・コーティング技術をキーテクノロジーとして、独
  創的な機械装置（ハード）と製剤技術（ソフト）を一体化した技術開発力を駆使し、研
　究開発に専念しております。
    創造力とチャレンジ精神をもって事業展開を図り、より健全な企業成長と一層強固な
  経営基盤を構築し、株主やお客さまなどステークホルダーとの円滑な関係を維持すると
  ともに、社会への貢献を図ってまいります。

２．利益配分に関する基本方針
    当社は、株主価値の極大化を経営の重要課題と位置付けており、安定した配当を継続
  実施し、さらに向上させていくことを基本的な方針としております。
　　内部留保資金につきましては、環境の変化に対し機動的かつ適切に対処出来るよう、
　また将来の事業展開に向けて有効に活用してまいります。

３．目標とする経営指標
    当社は、より収益力の高い会社を目指し、営業利益の絶対額確保を最優先すべき経営
  目標として掲げております。
　　その為には、売上を伸ばしつつ、収益性にも配慮し、売上高営業利益率10％を目標と
  して設定し、売上高と利益率のバランスのとれた成長を図りたいと考えております。
　　当期は第二次中期経営計画（平成15年 2月期～平成17年 2月期の3ケ年計画）の最終
　年度にあたり、通期業績は増収増益を予想しておりますが、経営の効率性の観点から掲
　げているＲＯＥ10％の達成は困難な状況となっております。
　　主な理由は、近年、機械の受注に際し厳しい価格要請が相次いでいることや、平成13
　年に設立し、米国での治験薬製造受託事業を展開する在外子会社VPS CORPORATIONの収益
　への寄与が遅れていることに起因するものです。
　　また、総資産営業利益率の漸増を目指しており、営業利益の確保とともに分母となる
　総資産のスリム化に取り組んでおります。
　　さらに付加価値を追求する観点から、「一人当り営業利益」の向上を目指しており、
　社員一人ひとりの意識変革とスキルアップの観点から人事制度を抜本的に見直すことと
　しております。
　　また、業務の効率化と内部統制システムの整備を図ることを目的として、社内情報シ
　ステムの全面的更改に向け本格的な検討に取り組んでおります。

４．中長期的な経営戦略
    当社の第二次中期経営計画では、下記のとおり分野別に経営戦略を策定し取り組んで
  おります。
  ①　機械部門
　　・医薬・食品業界はもとより、堅調な推移が見込まれる健康食品業界への積極的なア
　　　プローチ。
　　・在外子会社VECTOR CORPORATIONとの技術交流により標準化を推進し、一層の原価逓
　　　減を図る。
　　・既製品の改良・改善と新製品の普及。とくに、国内のみならず海外からも注目され、
　　　上市早々の受注が相次いでいる多機能型の遠心転動型造粒コーティング装置「グラ
　　　ニュレックス」の積極的な拡販。
　②　化成品部門
　　・自社生産品「ノンパレル」は、大手製薬企業からの増産要請に対応。
　　・食品品質保持剤では、新製品「アンチモールド・テンダー」の上市、普及。
　③　新規事業
　　・国内製薬企業への積極的な営業活動により、米国での治験薬製造受託事業を黒字転
　　　換。
　　・シームレスミニカプセルの本格的な生産体制を整え、受託を拡大し安定した収益源
　　　に。

２．経営方針

－３－



　④　研究開発
　　・医薬品製剤の核粒子として用いられているノンパレルのＤＭＦ登録申請を推進（米国
　　　では、医薬品の承認を得るためには、原料である添加剤についても米国食品医薬品庁
　　　へDrug Master File（ＤＭＦ）登録、維持が必要です）。
　　・多機能賦形剤の新製品、直接打錠用澱粉「パーフィラー１０２」の上市、普及。
　　・水溶性皮膜処方の新製品、食品用コーティング剤「水性シェラック液」の上市、普及。

５．会社の対処すべき課題
　　早期に在外子会社VPS CORPORATIONの黒字転換を図り、グループとしてのシナジー効果
　を追求してまいります。
　　機械部門では、国内市場の開拓とともに、海外でも国際的な大手製薬企業の再編の機を
　捉え新規取引先の開拓や未開拓地域への進出を図ってまいります。また、より一層の原価
　低減に努め、海外からの調達ルートの確保についても検討しております。
　　化成品部門では、次々と新製品の開発に成功しておりますが、積極的な営業活動により
　新製品売上比率を高めてまいります。
　　経営課題の優先順位を明確にするなど、経営の効率性の観点から第三次経営計画を策定
　し、来期からのスタートに備えてまいります。

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
　　当社が継続して企業価値を高めていくためには、企業活動を律する枠組みの組織的な整
　備は重要な経営課題であると認識しております。
　①　コーポレート・ガバナンス体制について
　　・監査役制度を採用しており、１名の常勤監査役と３名の社外監査役が、取締役会等の
　　　重要な会議に出席するほか、会計監査人などと連携して取締役の業務執行状況を厳正
　　　に監査しております。
　　・６名の取締役により、合理的かつ効率的に経営の意思決定を行っており、社外取締役
　　　は選任しておりません。
　　・ビジネスリスク以外のあらゆるリスクに対しては、各社の管理統轄部門長をリスクマ
　　　ネージャーに任命し、グループとして整合性のとれたリスクマネジメント、内部統制
　　　システムの整備に取り組んでおります。
　②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
　　・経営監視機能
　　　グループ会社各社の統治状況を監視する会長職を設置し、業務執行管理を統轄する各
　　　社の社長の機能をチェックするなど、経営監視機能の強化に取り組んでおります。
　　・会計監査人の関与
　　　経営の透明性をより一層向上させるべく、平成15年6月より国内・海外一体となった
　　　円滑・迅速な会計監査態勢を再構築しております。
　　　会計監査人からの会計上の指摘事項とともに、内部統制上の指摘事項についても速や
　　　かに直近の取締役会へ報告され、その解決状況については決着するまでフォローする
　　　体制としております。
　　・組織運営・業務運営の見直し
　　　業務の効率化を図るとともに、適切な牽制機能、監視機能の確保や人為的なミスの回
　　　避など、組織・業務の再構築に向け全社的に取り組んでまいります。
　　　平成18年初頭に予定している社内情報システムの全面更改に向け、社長直轄の委員会
　　　を立上げ、本格的な検討に取り組んでおります。
　　・タイムリー・ディスクロージャー
　　　株主や投資家の方々に対しては、リニューアルしたホームページや定期発刊をはじめ
　　　た株主通信（事業報告書）などをとおして、当社グループの事業内容や業績などの解
　　　かり易い説明に心掛けております。
　　　また、年２回の決算説明会を定期開催しており、その内容はタイムリーにホームペー
　　　ジにて詳細に開示しております。

－４－



１．当中間期の概況
    当中間期のわが国経済は、世界経済の拡大に伴ない輸出や設備投資が増加している中、
  個人消費も緩やかな回復を示すなど、景気は持続的に回復しております。
　　当社関連市場においては、主要ユーザーであります製薬業界は、国内市場の伸び悩みや
　巨大外資の本格攻勢を受け、大手製薬企業同士の合併をはじめ、経営資源の選択と集中な
　ど生き残りをかけた再編成時代を迎えております。
　　このような状況のもとで、当社グループは機械・化成品ともども独創的な新製品の開発
　により、顧客ニーズを捉えた効率的な営業活動を展開するとともに、積極的に新規分野へ
　の開拓を図ってまいりました。
　　当中間期の米ドルの平均為替レートは108.81円と、前年同期に比べ9％程度の円高で推
　移しました。

　　このような状況の中、当中間期の連結売上高は、機械部門は期初から高水準の受注残高
　と国内・海外ともに好調な受注に支えられており、化成品部門は医薬品添加剤の需要は引
　き続き伸長、食品品質保持剤についても菓子業界の活況と相俟って注文量は高水準で推移
　するなど、前年同期比40.3％増の55億76百万円となりました。
　　売上高の伸長による売上総利益の増加と、経費圧縮に努めた結果、営業利益は前年同期
　の1億24百万円の赤字から1億79百万円の黒字となりました。
　　技術指導に関わる収入は逓増し、為替変動に左右されにくい経営体質への転換により、
　円高局面であっても為替差損の発生は回避し、経常利益は前年同期の1億15百万円の赤字
　から2億6百万円の黒字となりました。
　　この結果、中間純利益は90百万円の黒字となりました。

　セグメント情報

  ① 事業の種類別セグメント
　　　・機械部門においては、国内・海外とも期初から順調に売上高を計上し、外部顧客に対
　　　　する売上高は38億24百万円（前年同期比73.4％増）となり、営業利益は消去又は全社
　　　　調整前で2億36百万円（同374.5％増）となりました。
　　　・化成品部門においては、在外子会社における治験薬製造受託事業において、大掛かり
　　　　な施設改修工事による受託見合わせによる減収の影響を受け、外部顧客に対する売上
　　　　高は17億52百万円（前年同期比0.9％減）となったものの、営業利益は消去又は全社
　　　　調整前で1億28百万円の黒字となりました（前期は2百万円の赤字）。
　② 事業の所在地別セグメント
　　　・日本での外部顧客への売上高は40億48百万円（前年同期比31.1％増）となり、営業利
　　　　益は消去又は全社調整前で3億円（同30.3％増）となりました。
　　　・北米での外部顧客への売上高はVECTOR CORPORATION による売上増加に支えられ15億
　　　　27百万円（前年同期比72.6％増）となり、営業利益は消去又は全社調整前で62百万円
　　　　の黒字となりました（前期は1億2百万円の赤字）。

２．通期の見通し
　　治験薬製造受託事業の一時中断による業績面への影響はあるものの限定的であり、企業
　集団として比率が高い機械部門を中心に、引き続き堅調に推移する見通しです。
　　通期の業績見通しにつきましては、現状の為替水準を挟んだ展開になるものと見込まれ、
　連結売上高は105億円（前年同期比11.7％増）、連結経常利益は5億60百万円（同67.0％
　増）、連結当期純利益は2億70百万円（同917.3％増）を予想しております。
　　なお、通期業績見通しにおける下期の為替レートにつきましては、1米ドル110円を前提
　としております。

３．経営成績
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３．キャッシュ・フローの状況
　　当中間期の営業キャッシュ・フローは、売上高の伸長とともに売上債権の回収も順調に
　進み、中間当期純利益も大幅な増益を達成し、5億68百万円（前年同期比21.8％増）の収
　入となり、前年同期に比べ1億1百万円増加しました。
　　生産増強を目的とした設備投資を行うも、リースバックの活用など投資キャッシュ･フロ
　ーは32百万円の支出に留まりました。この結果、フリーキャッシュフローは5億36百万円の
　黒字となりました。
　　一方、財務キャッシュ・フローは、借入金の約定弁済や配当金の支払いなどに対し、在
　外子会社でもキャピタルリースを活用するなど26百万円（同84.6％減）の支出に留まりま
　した。
　　これらの結果、現金及び現金同等物は17億82百万円となり、前期末に比べ5億11百万円増
　加し、依然として高い水準を維持しました。

　　なお、キャッシュ・フロー等に関する主要指標の推移は以下のとおりです。

平成15年2月期 平成16年2月期 平成17年2月期 平成15年2月期 平成16年2月期
中間 中間 中間 期末 期末

自己資本比率（％） 61.1% 60.9% 58.0% 66.8% 56.7% 
35.3% 26.1% 34.4% 28.2% 23.9% 

債務償還年数（年） 0.9年 0.4年 0.2年 1.3年 0.4年
32.1  131.9  101.6  15.9  105.2  

　( 注 )    　自己資本比率：自己資本／総資産
　　　　 　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　　　　 　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュフロー
　　　　 　中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュフローX２）
　　　　 　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュフロー／利払い

　　※　　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
　　※　　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債
   　　　　を対象としております。
　　※　　営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている｢営業活動
  　　　　 によるキャッシュ・フロー｣及び｢利息の支払額｣を用いております。

時価ベースの自己
資本比率（％）

インタレスト・カ
バレッジ・レシオ

－６－



４．中間連結財務諸表等

（１）中間連結貸借対照表 　      （単位：千円未満切捨）

　  　　　   　  期　　別

注記

  科　　目 番号 増減

 　　　　(資産の部) ％ ％ ％

Ⅰ．流動資産

１．現金及び預金 1,579,147 1,782,899 1,305,375

２．受取手形及び売掛金 ※2 2,516,437 2,668,439 3,154,700

３．たな卸資産 1,154,658 1,429,613 1,574,745

４．繰延税金資産 140,852 157,982 146,567

５．前払費用 72,352 97,167 75,536

６．その他 104,945 99,510 118,271

７．貸倒引当金 △ 24,656 △ 26,897 △ 23,666

 流動資産合計 5,543,736 59.0 6,208,715 62.3 664,978 6,351,531 62.7

Ⅱ．固定資産

１．有形固定資産

(1)建物及び構築物 ※1 1,747,630 1,773,043 1,780,978

   減価償却累計額 776,929 970,700 884,495 888,547 803,387 977,590

(2)機械装置及び運搬具 148,329 442,857 175,730

   減価償却累計額 115,716 32,612 143,016 299,841 135,921 39,809

(3)土地 ※1 1,352,676 1,350,583 1,350,342

(4)建設仮勘定 38,996 61,535 44,764

(5)その他 807,745 396,924 705,926

   減価償却累計額 495,552 312,193 341,474 55,449 433,523 272,402

有形固定資産合計 2,707,179 28.8 2,655,957 26.6 △ 51,221 2,684,910 26.5

２．無形固定資産

(1)連結調整勘定 115,519 81,289 91,943

(2)ソフトウェア 849 800 970

(3)その他 5,948 5,948 5,948

無形固定資産合計 122,317 1.3 88,038 0.9 △ 34,279 98,862 1.0

３．投資その他の資産

(1)投資有価証券 218,450 226,803 227,839

(2)長期前払費用 1,199 912 1,239

(3)事業保険積立金 374,562 378,768 360,776

(4)繰延税金資産 191,575 211,686 204,853

(5)その他 305,947 289,847 298,538

(6)貸倒引当金 △ 71,945 △ 94,107 △ 93,368

投資その他の資産合計 1,019,789 10.9 1,013,910 10.2 △ 5,879 999,878 9.8

 固定資産合計 3,849,287 41.0 3,757,906 37.7 △ 91,381 3,783,651 37.3

 資産合計 9,393,024 100.0 9,966,621 100.0 573,597 10,135,182 100.0

構成比 構成比 構成比金         額 金         額 金         額

前中間連結会計期間末

（平成15年 8月31日現在）

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成16年 2月29日現在）

当中間連結会計期間末

（平成16年 8月31日現在）
対前中間期比

－７－



　      （単位：千円未満切捨）

　  　　　     　期　　別

注記

 科　　目 番号 増減

　　　　(負債の部) ％ ％ ％

Ⅰ．流動負債

１．支払手形及び買掛金 ※2 1,383,113 1,916,339 1,920,977

２．短期借入金 ※1 100,000 － －

３．1年内返済予定の長期借入金 ※1 79,200 79,200 79,200

４．未払法人税等 40,323 140,178 109,794

５．未払消費税等 6,849 28,622 1,087

６．未払費用 381,038 320,181 343,741

７．前受金 580,844 543,600 817,521

８．賞与引当金 121,926 121,477 113,046

９．その他 94,834 97,760 97,729

 流動負債合計 2,788,130 29.7 3,247,361 32.6 459,230 3,483,099 34.4

Ⅱ.固定負債

１．長期借入金 ※1 183,200 104,000 143,600

２．退職給付引当金 98,464 79,702 73,090

３．役員退職慰労引当金 261,713 281,513 271,513

４．繰延税金負債 7,750 58,209 59,021

５．その他 7,240 87,586 37,431

 固定負債合計 558,368 5.9 611,012 6.1 52,643 584,656 5.8

負債合計 3,346,499 35.6 3,858,374 38.7 511,874 4,067,755 40.2

　　　(少数株主持分)

少数株主持分 325,775 3.5 332,524 3.3 6,749 317,199 3.1

 　　　(資本の部)

Ⅰ．資本金 1,035,600 11.0 1,035,600 10.4 － 1,035,600 10.2

Ⅱ．資本剰余金 1,282,890 13.7 1,282,890 12.9 － 1,282,890 12.7

Ⅲ．利益剰余金 3,544,074 37.7 3,750,267 37.6 206,192 3,717,506 36.7

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △ 2,906 △ 0.0 1,659 0.0 4,566 2,389 0.0

Ⅴ．為替換算調整勘定 △ 78,565 △ 0.9 △ 166,919 △ 1.6 △ 88,353 △ 160,383 △ 1.6

Ⅵ．自己株式 △ 60,342 △ 0.6 △ 127,774 △ 1.3 △ 67,432 △ 127,774 △ 1.3

資本合計 5,720,749 60.9 5,775,723 58.0 54,973 5,750,227 56.7

負債、少数株主持分及び資本合計 9,393,024 100.0 9,966,621 100.0 573,597 10,135,182 100.0

構成比 構成比 構成比金         額 金         額 金         額

前中間連結会計期間末

（平成15年 8月31日現在）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成16年 8月31日現在） （平成16年 2月29日現在）
対前中間期比

－８－



（２）中間連結損益計算書 （単位：千円未満切捨）

                 期   別

対前中間期比

注記

   科   目 番号 金         額 百分比 金         額 百分比 増減

％ ％ ％

Ⅰ．売上高 3,973,617 100.0 5,576,721 1,603,104 9,399,383 100.0

Ⅱ．売上原価 2,628,823 66.2 3,959,637 71.0 1,330,813 6,201,801 66.0

　　売上総利益 1,344,793 33.8 1,617,084 29.0 272,290 3,197,582 34.0

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※1 1,469,136 37.0 1,437,341 25.8 △ 31,795 2,869,391 30.5

　　営業利益　 △ 124,343 △ 3.2 179,742 3.2 304,086 328,190 3.5

Ⅳ．営業外収益

１．受取利息 1,327 1,854 2,709

２．受取配当金 2,222 2,573 3,073

３．技術料収入 16,384 25,319 36,430

４．受取賃貸料 5,547 6,193 11,746

５．その他 13,394 38,877 1.0 14,253 50,194 0.9 11,317 32,149 86,110 0.9

Ⅴ．営業外費用

１．支払利息 4,322 5,683 6,959

２．為替差損 2,494 － 24,317

３．支払手数料 12,520 － 30,984

４．出資持分損失 4,828 5,346 －

５．その他 5,441 29,606 0.7 12,661 23,692 0.4 △ 5,914 16,778 79,039 0.8

　　経常利益 △ 115,072 △ 2.9 206,244 3.7 321,317 335,262 3.6

Ⅵ．特別利益

１．固定資産売却益 1,598 － 1,598

２．貸倒引当金戻入益 3,535 － 5,327

３．投資有価証券売却益 － 5,133 0.1 － － － △ 5,133 6,113 13,039 0.1

Ⅶ．特別損失

１．固定資産除却損 77 4,014 14,911

２．投資有価証券評価損 1,633 － －

３．本社移転費用 － － 47,063

４．たな卸資産評価損 － － 11,401

５．貸倒引当金繰入額 － － 24,026

６．その他 － 1,710 0.0 － 4,014 0.1 2,304 11,251 108,653 1.2

税金等調整前中間（当期）純利益 △ 111,649 △ 2.8 202,229 3.6 313,879 239,647 2.6

又は中間（当期）純損失（△）

法人税、住民税及び事業税 39,228 129,190 166,267

法 人 税 等 調 整 額 64,063 103,291 2.6 △ 18,304 110,885 2.0 7,593 86,064 252,331 2.7

少  数  株  主  利  益 △ 68,050 △ 1.7 1,164 0.0 69,215 △ 39,225 △ 0.4

中間（当期）純利益又は中間 △ 146,890 △ 3.7 90,180 1.6 237,070 26,541 0.3

（当期）純損失（△）

前中間連結会計期間

至  平成15年 8月31日

100.0

当中間連結会計期間

至  平成16年 8月31日

自  平成15年 3月 1日 自  平成16年 3月 1日

百分比

前連結会計年度の要約連結損益計算書

自　平成15年 3月 1日

至　平成16年 2月29日

金　　　　　額

－９－



（３）中間連結剰余金計算書 　　　　　　　（単位：千円未満切捨）

　               期   別

注記

 科   目 番号 増減

　　　（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 1,282,890 1,282,890 － 1,282,890

Ⅱ　資本剰余金中間期末(期末)残高 1,282,890 1,282,890 － 1,282,890

　　　（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高　 3,746,004 3,717,506 △ 28,498 3,746,004

Ⅱ　利益剰余金増加高

1 中間(当期)純利益 － － 90,180 90,180 90,180 26,541 26,541

Ⅲ　利益剰余金減少額 　

１．中間(当期)純損失 146,890 － －

２．配当金 45,149 43,669 45,149

３．役員賞与 9,890 201,930 13,750 57,419 △ 144,510 9,890 55,039

Ⅳ　利益剰余金中間期末(期末)残高 3,544,074 3,750,267 206,192 3,717,506

前連結会計年度の連結剰余金計算書

自　平成15年 3月 1日

至　平成16年 2月29日

前当中間連結会計期間

至  平成15年 8月31日

当中間連結会計期間

至  平成16年 8月31日

自  平成15年 3月 1日 自  平成16年 3月 1日
対前中間期比

－１０－



（単位：千円未満切捨）

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　       　         期   別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

  科   目
注記
番号

金               額 金               額 増減 　　金　　　　　　　　額

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

税金等調整前中間（当期）純利益 △ 111,649 202,229 239,647
減価償却費 76,105 77,918 158,015
連結調整勘定償却額 12,770 11,653 24,842
差入保証金償却額 － － 9,535
出資金持分損失 4,828 5,346 －
投資有価証券売却益 － － △ 6,113
投資有価証券売却損 － － 1,633
出資金評価損 － － 5,976
賞与引当金の増減額（減少△） 4,873 8,431 △ 4,006
退職給付引当金の増減額（減少△） 5,242 6,612 △ 19,323
役員退職慰労引当金の増減額（減少△） 10,200 10,000 22,496
貸倒引当金の増減額（減少△） △ 3,892 3,714 19,005
受取利息及び受取配当金 △ 3,550 △ 4,427 △ 5,783
支払利息 4,322 5,683 6,959
有形固定資産除却損 77 3,074 14,911
有形固定資産売却益 △ 1,598 － △ 1,598
事業保険積立金の解約損 － － 2,836
売上債権の増減額（増加△） △ 102,651 488,743 △ 767,712
たな卸資産の増減額（増加△） △ 293,533 155,269 △ 792,570
仕入債務の増減額（減少△） 350,840 △ 6,383 901,887
未払費用の増減額（減少△） 82,421 △ 26,916 76,211
前受金の増減額（減少△） 402,300 △ 280,513 684,040
未払消費税等の増減額（減少△） △ 3,634 27,535 △ 6,212
為替差損 755 1,433 7,160
本社移転費用 － － 18,670
未払賃借料 － － 36,370
その他資産の増減額（増加△） △ 6,051 5,282 △ 30,108
その他負債の増減額（減少△） 9,743 △ 13,519 67,131
役員賞与の支払額 △ 9,890 △ 13,750 △ 9,890
その他 2,211 － －

       小       計 431,872 667,419 235,547 654,014

利息及び配当金の受取額 1,327 4,427 5,783
利息の支払額 △ 3,535 △ 5,593 △ 6,048
法人税等の還付金 36,599 － 43,837
法人税等の支払額 － △ 98,236 △ 61,185

       営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 466,264 568,018 101,753 636,401

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

定期預金の預入による支出 － － △ 36,475
定期預金の払戻による収入 － 34,217 －
投資有価証券の取得による支出 △ 677 △ 691 △ 46,889
投資有価証券の売却による収入 8,567 － 62,423
事業保険積立による支出 △ 21,196 △ 21,196 △ 21,369
事業保険解約による収入 166,429 3,205 179,763

保証金差入による支出 － － △ 75,846

保証金回収による収入 － 585 －
有形固定資産の取得による支出 △ 99,739 △ 122,827 △ 345,982
有形固定資産の売却による収入 37,410 74,540 143,688
その他 － － △ 100

       投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 90,793 △ 32,167 △ 122,960 △ 140,787

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

短期借入金の返済による支出 － － △ 100,000
長期借入金の返済による支出 △ 115,140 △ 39,600 △ 154,740
配当金の支払額 △ 44,757 △ 43,669 △ 45,454
少数株主に対する配当金の支払額 － △ 3,562 －
キャピタルリース実施による収入 － 60,237 －
自己株式の取得による支出 △ 12,888 － △ 80,320

       財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 172,785 △ 26,593 146,191 △ 380,514
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 276 1,955 2,232 △ 38,564
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 383,996 511,213 127,216 76,535
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 1,195,150 1,271,685 76,535 1,195,150
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 1,579,147 1,782,899 203,752 1,271,685

対前中間期比
自 平成16年 3月 1日

至 平成16年 8月31日

自 平成15年 3月 1日

至 平成15年 8月31日

前連結会計年度の要約

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自　平成15年 3月 1日

至　平成16年 2月29日

－１１－



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   期    別

 項    目

１．連結の範囲に関する事項  ( 1 )連結子会社の数　　４社  ( 1 )連結子会社の数　　４社  ( 1 )連結子会社の数　　４社

　・国内会社 　１社 　・国内会社 　１社 　・国内会社 　１社

    フロイント化成㈱ 同　　　　左 同　　　　左

　・在外会社 　３社 　・在外会社 　３社 　・在外会社 　３社

    FREUND INTERNATIONAL,LTD. 同　　　　左 同　　　　左

    VECTOR CORPORATION

    VPS CORPORATION

 ( 2 )非連結子会社の数 １社  ( 2 )非連結子会社の数 １社  ( 2 )非連結子会社の数 １社

　　COATING MACHINERY SYSTEMS,INC. 同　　　　左 同　　　　左

　　（連結の範囲から除いた理由） 　　（連結の範囲から除いた理由） 　　（連結の範囲から除いた理由）

　　COATING MACHINERY SYSTEMS,INC.は小規模 同　　　　左 　　COATING MACHINERY SYSTEMS,INC.は小規模

　であり、純資産、売上高、中間純損益（持分に 　であり、純資産、売上高、当期純損益（持分に

　見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額） 　見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

　等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響 　等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を

　を及ぼしていないためであります。 　及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項 　　持分法を適用していない非連結子会社である 同　　　　左 　　持分法を適用していない非連結子会社である

　COATING MACHINERY SYSTEMS,INC.は中間純損 　COATING MACHINERY SYSTEMS,INC.は当期純損

　益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に 　益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

　見合う額）等からみて、持分法の対象から除い 　見合う額）等からみて、持分法の対象から除い

　ても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ 　ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

　り、かつ、全体としても重要性がないため持分 　り、かつ、全体としても重要性がないため持分

　法の適用範囲から除外しております。 　法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の（中間）決算 　　国内連結子会社フロイント化成㈱の中間決算 同　　　　左  　国内連結子会社フロイント化成㈱の決算日は

日等に関する事項 　日は7月31日であり、在外連結子会社の中間決算  １月31日であり、在外連結子会社の決算日は12

　日は6月30日であります。  月31日であります。

　　中間連結財務諸表の作成にあたっては同中間 　 連結財務諸表の作成にあたっては同決算日現

　決算日現在の財務諸表を使用しており、連結中  在の財務諸表を使用しており、連結決算日まで

　間決算日までの期間に発生した重要な取引につ  の期間に発生した重要な取引については連結上

　いては中間連結上必要な調整を行っております。  必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準 ①．有価証券 ①．有価証券 ①．有価証券

    及び評価方法  その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券

 時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの

　　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 同　　　　左   連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売   価差額は全部資本直入法により処理し、売却

　却原価は移動平均法により算定しております。)   原価は移動平均法により算定しております。)

 時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの

　移動平均法による原価法 同　　　　左 同　　　　左

②．たな卸資産 ②．たな卸資産 ②．たな卸資産

（当社及び国内連結子会社） （当社及び国内連結子会社） （当社及び国内連結子会社）

　　商品及び原材料については、主として総平均 同　　　　左 同　　　　左

　法による原価法、製品及び仕掛品のうち機械部

　門については、個別法による原価法、化成品部

　門については、総平均法による原価法を採用し

　ております。

（在外連結子会社） （在外連結子会社） （在外連結子会社）

　主として後入先出法による低価法を採用してお 同　　　　左 同　　　　左

　ります。

前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自   平成15年 3月 1日

至   平成15年 8月31日

自　　平成15年 3月 1日

至　　平成16年 2月29日

自　　平成16年 3月 1日

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前　連　結　会　計　年　度

至　　平成16年 8月31日

－１２－



   期    別

 項    目

(２） 重要な減価償却資産の  ①．有形固定資産  ①．有形固定資産 ①．有形固定資産

     減価償却の方法 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社）

　　定率法によっております。ただし、平成10 同　　　　左 同　　　　左

　年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備

　を除く。）については定額法によっておりま

　す。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

　す。

　　建物及び構築物　　　　3年～47年

　　機械装置及び運搬具　　4年～09年

　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社）

　定額法を採用しております。 同　　　　左 同　　　　左

 ②．無形固定資産  ②．無形固定資産 ②．無形固定資産

　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社）

　　定額法によっております。なお、自社利用 同　　　　左 同　　　　左

　のソフトウェアについては社内における利用

　可能期間（５年）に基づく定額法によってお

　ります。

　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社）

　定額法を採用しております。 同　　　　左 同　　　　左

　( 3 )重要な引当金の計上基準  ①．貸倒引当金  ①．貸倒引当金 ①．貸倒引当金

　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社）

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一 同　　　　左 同　　　　左

　般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

　念債権等特定の債権については、個別に回収

　可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

　おります。

　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社）

　　債権の貸倒による損失に備えるため、個々 同　　　　左 同　　　　左

　の債権の回収不能見込額を計上しております。

 ②．賞与引当金  ②．賞与引当金 　②．賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、当社及 同　　　　左 同　　　　左

　び国内連結子会社は支給見込額基準に基づき

　計上しております。

 ③．退職給付引当金  ③．退職給付引当金  ③．退職給付引当金

　　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職 同　　　　左 　　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職

　給付に備えるため、当連結会計年度末におけ 　給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

　る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 　る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

　き、当中間連結会計期間末において発生して 　き、計上しております。

　いると認められる額を計上しております。 　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発 　生時における従業員の平均残存勤務期間以内

　生時における従業員の平均残存勤務期間以内 　の一定の年数（10年）による定額法により按

　の一定の年数（10年）による定額により按分 　分した額をそれぞれ発生の翌連結事業年度か

　した額をそれぞれ発生の翌連結事業年度から 　ら費用処理をすることとしております。

　費用処理をすることとしております。

　④．役員退職慰労引当金 　④．役員退職慰労引当金 　④．役員退職慰労引当金

　　当社は役員の退職慰労金支払に備えるため、 同　　　　左 　　親会社は役員の退職慰労金支払に備えるた

　内規に基づく中間期末要支給額を計上して 　め、内規に基づく期末要支給額を計上してお

　おります。 　ります。

至   平成15年 8月31日 至　　平成16年 8月31日 至　　平成16年 2月29日

前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前　連　結　会　計　年　度

自   平成15年 3月 1日 自　　平成16年 3月 1日 自　　平成15年 3月 1日

－１３－



   期    別

 項    目

　（４）重要な外貨建の資産又は 　　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直 同　　　　左 　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為

　　　負債の本邦通貨への換算基 　物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 　替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

　　　準 　益として処理しております。なお、在外子会社 　して処理しております。なお、在外子会社の資

　等の資産及び負債は、中間連結決算日の直物為 　産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ

　替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期 　り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

　中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少 　により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分

　数株主持分及び資本の部における為替換算調整 　及び資本の部における為替換算調整勘定に含め

　勘定に含めて計上おります。 　て計上しております。

　（５）重要なリース取引の処理 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社） 　（当社及び国内連結子会社）

　方法 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認め 同　　　　左 同　　　　左

　られるもの以外のファイナンス・リース取引に

　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

　た会計処理によっております。

　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社） 　（在外連結子会社）

  所在地国の会計原則に基づき、ファイナンス・ 同　　　　左 同　　　　左

　リース契約によるリース資産を有形固定資産に

　計上しております。

（６）重要なヘッジ会計の   該当ありません。 同　　　　左 同　　　　左

  方法

（７）その他中間連結財務諸表 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ①．消費税等の会計処理

　　　（連結財務諸表）作成の 　税抜方式を採用しております。 同　　　　左 同　　　　左

　　　ための基本となる重要な ②．1株当たり情報

　　　事項 　　｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣

　（企業会計基準第２号）及び｢1株当たり当期

　純利益に関する会計基準の適用指針｣（企業会

　計基準適用指針第４号）が平成14年4月1日以

　後開始する連結会計年度に係る財務諸表から

　適用されることになったことに伴い、当連結

　会計年度から同会計基準及び適用指針によって

　おります。

　　なお、これによる影響は｢1株当たり情報の

　注記｣に記載しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー 　手許現金、随時引出し可能な預金及び容 同　　　　左 同　　　　左

計算書(連結キャッシュ・フロ 　易に換金可能であり、かつ、価値の変動

ー計算書）における資金の範囲 　について僅少なリスクしか負わない取得

　日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

　短期投資からなっております。

至   平成15年 8月31日 至　　平成16年 8月31日 至　　平成16年 2月29日

前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前　連　結　会　計　年　度

自   平成15年 3月 1日 自　　平成16年 3月 1日 自　　平成15年 3月 1日

－１４－



表示方法の変更

（中間連結損益計算書）

　営業外費用の「支払手数料」は、当中間連結会計期

間において、金額的重要性が乏しくなったため「その

他」に含めております。

なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まている

「支払手数料」は2,064千円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「 未払費用の増

減額」は「その他負債の増減額」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

　前中間連結会計期間及び前連結会計年度までは｢その他

負債の増減額｣に含まれている「未払費用の増減額」

は14,931千円の減少であります。

前　中　間　連　結　会　計　期　間

自   平成16年 3月 1日

至   平成16年 8月31日

自   平成15年 3月 1日

至   平成15年 8月31日

当　中　間　連　結　会　計　期　間

－１５－



注記事項

      前　連　結　会　計　年　度

自　　平成15年 3月 1日

至　　平成16年 2月29日

  （中間連結貸借対照表）   （中間連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

   担保に供している資産    担保に供している資産 　　担保に供している資産

建       物 514,038千円 建       物 514,881千円 建　　　　物 532,550千円

土       地 1,056,222千円 土       地 1,056,222千円 土　　　　地 1,056,222千円

     計 1,570,261千円      計 1,571,104千円 　　　計 1,588,772千円

  上記に対応する債務   上記に対応する債務 　　上記に対応する債務

　　　短期借入金 100.000千円 　　　1年内返済予定の長期借入金　  　    79,200千円 　　　1年内返済予定の長期借入金　  　 99,840千円   79,200千円

　　　1年内返済予定の長期借入金　  　 79,200千円 　　　長期借入金     4,000千円 　　　長期借入金    43,600千円

　　　長期借入金 83,200千円         計 83,200千円   122,800千円

        計 262,400千円

※２．中間連結会計期間末日満期手形 ２． ※２．連結会計期間末日満期手形

　　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、 　　連結会計期間末日満期手形の会計処理については、

　手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当 　手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

　中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため, 　当連結会計期間の末日は金融機関の休日であったた

　次の中間連結会計期間末日満期手形が中間連結会計期間 　め、次の連結会計期間末日満期手形が連結会計期間

　末残高に含まれております。 　末残高に含まれております。

受取手形 44,161千円 受取手形 80,082千円

支払手形 35,601千円 支払手形 86,711千円

３．貸出コミットメント ３．貸出コミットメント ３．貸出コミットメント

　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

　４行とコミットメント契約を締結しております。 　４行と、引出し通貨として米ドルも可能なコミットメント 　４行とコミットメント契約を締結しております。

　　この契約に基づくコミットメントの総額は２０億円で 　契約を締結しております。 　　この契約に基づくコミットメントの総額は２０億円で

　あり、当中間会計期間末の未実行残高は２０億円であり 　　この契約に基づくコミットメントの総額は２０億円で 　あり、当連結会計年度末の未実行残高は２０億円であり

　ます。 　あり、当中間会計期間末の未実行残高は２０億円であり 　ます。

　ます。    なお、本契約においては引出し可能通貨として米ドル

　を追加しております。

  （中間連結損益計算書）   （中間連結損益計算書）   （連結損益計算書）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の ※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の ※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

　　とおりです。 　　とおりです。 　　とおりです。

　　　給与手当 332,255千円 　　　給与手当 286,733千円 　　　給与手当 786,135千円

　　　賞与引当金繰入額 88,242千円 　　　賞与引当金繰入額 82,412千円 　　　賞与引当金繰入額 83,519千円

　　　退職給付費用 22,220千円 　　　退職給付費用 28,992千円 　　　退職給付費用 63,540千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 10,200千円 　　　役員退職慰労引当金繰入額 10,000千円 　　　役員退職慰労引当金繰入額 20,000千円

　　　減価償却費 31,398千円 　　　減価償却費 26,972千円 　　　減価償却費 48,443千円

　　　連結調整勘定償却額 12,770千円 　　　連結調整勘定償却額 11,653千円 　　　連結調整勘定償却額 24,842千円

　　　研究開発費 234,025千円 　　　研究開発費 225,439千円 　　　研究開発費 481,627千円

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書）

1．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借 1．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

　対照表記載されている科目の金額との関係 　対照表記載されている科目の金額との関係 　記載されている科目の金額との関係

　　　　（平成15年8月31日現在） 　　　　（平成16年8月31日現在） 　　　　　　（平成16年2月29日現在）

 現金及び預金勘定 1,579,147千円  現金及び預金勘定 1,782,899千円 　 現金及び預金勘定 1,305,375千円

 預入期間が３ヶ月を越える定期預金 　　　－  預入期間が３ヶ月を越える定期預金 　　　－ 　 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 33,689千円

 預金及び現金同等物 1,579,147千円  預金及び現金同等物 1,782,899千円 　 現金及び現金同等物 1,271,685千円

自   平成15年 3月 1日

至   平成15年 8月31日

計

　当　中　間　連　結　会　計　期　間

自   平成16年 3月 1日

至   平成16年 8月31日

　前　中　間　連　結　会　計　期　間

－１６－



　（ リ ー ス 取 引 関 係 ）

前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

      自   平 成 15年 3月  1日       自   平 成 16年 3月  1日        自   平 成 15年 3月  1日

      至   平 成 15年 8月 31日       至   平 成 16年 8月 31日        至   平 成 16年 2月 29日

１．リース物件の所有権が借主に移転する １．リース物件の所有権が借主に移転する １．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・ と認められるもの以外のファイナンス・ と認められるもの以外のファイナンス・

リース リース リース

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

 計額相当額及び中間期末残高相当額  計額相当額及び中間期末残高相当額  計額相当額及び期末残高相当額

取    得 減価償却 中間期末 取    得 減価償却 中間期末 取    得 減価償却 期    末

価    額 累 計 額 残   高 価    額 累 計 額 残   高 価    額 累 計 額 残    高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機械装置 千円 千円 機械装置 千円 千円 千円 機械装置 千円 千円 千円

及び運搬具 783,067 547,711 235,355 及び運搬具 688,350 446,969 241,380 及び運搬具 899,767 610,822 288,945

そ の 他 51,985 32,583 19,402 そ の 他 58,478 40,836 17,642 そ の 他 51,985 37,781 14,203

ソフトウェア 104,380 82,048 22,331 ソフトウェア 89,380 87,674 1,705 ソフトウェア 104,380 92,486 11,893

合    計 939,432 662,343 277,088 合    計 836,209 575,481 260,728 合    計 1,056,132 741,090 315,041

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額

    1   年   内 138,512 千円     1   年   内 79,903 千円     1   年   内 112,177 千円

    1   年   超 151,198 千円     1   年   超 185,067 千円     1   年   超 214,287 千円

   　合    計 289,710 千円    　合    計 264,971 千円    　合     計 326,465 千円

(3)支払リース料､減価償却費相当額及び支払 (3)支払リース料､減価償却費相当額及び支払 (3)支払リース料､減価償却費相当額及び支払

　利息相当額 　利息相当額 　利息相当額

  支払リース料 109,027 千円   支払リース料 78,097 千円   支払リース料 195,232 千円

  減価償却費相当額 98,040 千円   減価償却費相当額 73,611 千円   減価償却費相当額 176,891 千円

  支払利息相当額 6,642 千円   支払利息相当額 5,474 千円   支払利息相当額 12,703 千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし､残存価額を零と    同       左    同       左

する定額法によっております。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額    同       左    同       左

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料 　　未経過リース料 　　未経過リース料

    1  年  内 54,287 千円     1  年  内 65,924 千円     1  年  内 48,234 千円

    1  年  超 141,459 千円     1  年  超 134,771 千円     1  年  超 119,844 千円

   　合    計 195,746 千円    　合    計 200,695 千円    　合    計 168,079 千円
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（有価証券関係）

　前中間連結会計期間末　（平成15年 8月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(千円未満切捨）

取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　　　額

　(1)株式 47,767 42,890 △ 4,876

　(2)債券 － － －

　(3)その他 35,957 35,767 △ 189

合計 83,724 78,658 △ 5,066

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

（千円未満切捨）

中間連結貸借対照表計上額

　(1)その他有価証券

　　　非上場株式 139,792

　　　（店頭売買株式を除く）

　当中間連結会計期間末　（平成16年 8月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(千円未満切捨）

取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　　　額

　(1)株式 8,278 12,113 3,835

　(2)債券 － － －

　(3)その他 29,007 29,296 289

合計 37,285 41,410 4,125

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

（千円未満切捨）

中間連結貸借対照表計上額

　(1)その他有価証券

　　　非上場株式 177,392

　　　（店頭売買株式を除く）

－１８－



　前連結会計年度末　（平成16年 2月29日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(千円未満切捨）

取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差　　　　　額

　(1)株式 7,586 10,775 3,189

　(2)債券 － － －

　(3)その他 29,007 31,671 2,663

合計 36,594 42,447 5,853

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

（千円未満切捨）

　　連結貸借対照表計上額

　(1)その他有価証券

　　　非上場株式 185,392

　　　（店頭売買株式を除く）

（デリバティブ取引関係）

　当中間連結会計期間（自　平成16年3月1日　至　平成16年8月31日）

　前中間連結会計期間（自　平成15年3月1日　至　平成15年8月31日）

　前連結会計年度    （自　平成15年3月1日　至　平成16年2月29日）

　　　当社グループは、いずれの期間においてもデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項

　　はありません。

－１９－



（ セ グ メ ン ト 情 報 ）

　（１）　事業の種類別セグメント情報

　　　　　    （千円未満切捨）

　　　　　中間連結会計期間 　　前中間連結会計期間（自平成１５年３月１日　　至平成１５年８月３１日）

　項　　　　目 機械部門 化成品部門 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

   (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 2,205,231 1,768,385 3,973,617             － 3,973,617

   (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 17,055             － 17,055 △ 17,055            －

　　　　　　又 は 振 替 高

2,222,286 1,768,385 3,990,672 △ 17,055 3,973,617

2,172,382 1,770,864 3,943,246 154,714 4,097,960

49,904 △ 2,478 47,425 △ 171,768 △ 124,343

　　　　　    （千円未満切捨）

　　　　　中間連結会計期間 　　当中間連結会計期間（自平成１６年３月１日　　至平成１６年８月３１日）

　項　　　　目 機械部門 化成品部門 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

   (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 3,824,217 1,752,503 5,576,721             － 5,576,721

   (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 828             － 828 △ 828             －

　　　　　　又 は 振 替 高

3,825,046 1,752,503 5,577,549 △ 828 5,576,721

3,588,265 1,623,820 5,212,085 184,892 5,396,978

236,780 128,683 365,463 △ 185,721 179,742

　　　　　    （千円未満切捨）

　　　　　　連結会計年度 　　前連結会計年度（自平成１５年３月１日　　至平成１６年２月２９日）

　項　　　　目 機械部門 化成品部門 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

   (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 5,731,345 3,668,037 9,399,383 － 9,399,383

   (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 20,895 － 20,895 △ 20,985 －

　　　　　　又 は 振 替 高

5,752,241 3,668,037 9,420,279 △ 20,895 9,399,383

5,353,391 3,422,232 8,775,624 295,568 9,071,193

398,849 245,805 644,655 △ 316,464 328,190

（注）1. 事業区分の方法

      　 当連結グループの事業区分は、製品の種類、製造方法の類似性等を考慮して区分しております。

      2. 各事業区分に属する主要製品

    事     業     区     分 主               要               製               品

 粉粒体主要機械装置,粉粒体機械のプラント設備及び粉粒体関連機器,計器・部品

 医薬品添加剤,食品品質保持剤及び栄養補助食品、治験薬製造の受託

      3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 　　　　　　　  （単位：千円）

前中間連結 当中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

　消去又は全社の項目に含めた 当社の総務・経理部門等の

　配賦不能営業費用の金額 管理部門に係る費用
316,464

主　な　内　容

機 械 部 門

化 成 品 部 門

171,768 185,721

計

営      業      費      用

営      業      利      益

計

営      業      利      益

営      業      費      用

営      業      利      益

計

営      業      費      用

－２０－



　（２）　所在地別セグメント情報

　　　　　 　　　　　　  （千円未満切捨）

　　　　　中間連結会計期間 　　前中間連結会計期間（自平成１５年３月１日　　至平成１５年８月３１日）

　項　　　　目 日本 北米 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

   (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 3,088,513 885,103 3,973,617             － 3,973,617

   (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 12,086 67,938 80,025 △ 80,025             －

　　　　　　又 は 振 替 高

3,100,599 953,042 4,053,642 △ 80,025 3,973,617

2,870,267 1,055,923 3,926,191 171,768 4,097,960

230,332 △ 102,881 127,451 △ 251,794 △ 124,343

　　　　　　  （千円未満切捨）

　　　　　　中間連結会計期間 　　当中間連結会計期間（自平成１６年３月１日　　至平成１６年８月３１日）

　項　　　　目 日本 北米 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

    (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 4,048,723 1,527,998 5,576,721             － 5,576,721

    (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 36,051 54,168 90,220 △ 90,220             －

　　　　　　又 は 振 替 高 9,399

4,084,775 1,582,166 5,666,942 △ 90,220 5,576,721

3,784,749 1,519,318 5,304,068 92,909 5,396,978

300,025 62,847 362,873 △ 183,130 179,742

　　　　　　   (千円未満切捨）

　　　　　　連結会計年度 　　　前連結会計年度（自平成１５年３月１日　　至平成１６年２月２９日）

　項　　　　目 日本 北米 計 消去又は全社 連結

　 売          上          高

    (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高 7,156,150 2,243,233 9,399,383 － 9,399,383

    (2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 高 115,975 185,652 301,627 △ 301,627 －

　　　　　　又 は 振 替 高

7,272,125 2,428,885 9,701,011 △ 301,627 9,399,383

6,608,673 2,466,808 9,075,482 △ 4,289 9,071,193

663,452 △ 37,924 625,529 △ 297,338 328,190

（注）1. 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

      2. 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

               北米……米国、カナダ

      3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

前中間連結 当中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

　消去又は全社の項目に含めた 当社の総務・経理部門等の

　配賦不能営業費用の金額 管理部門に係る費用

主　な　内　容

171,768 185,721 306,115

計

計

営      業      費      用

営      業      利      益

営      業      費      用

営      業      利      益

営      業      費      用

営      業      利      益

計

－２１－



　（３）海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成１５年３月１日  至　平成１５年８月３１日)

（千円未満切捨）

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高

Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結

売上高に占める割合

当中間連結会計期間（自　平成１６年３月１日　　至　平成１６年８月３１日）

（千円未満切捨）

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高

Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結

売上高に占める割合

前連結会計年度（自　平成１５年３月１日　至　平成１６年２月２９日）

（千円未満切捨）

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高

Ⅱ 連結売上高 － －

Ⅲ 海外売上高の連結

売上高に占める割合

(注) 1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております｡
 2. 各区分に属する主な国又は地域
(1) 北米      米国、カナダ
(2) その他 欧州、中南米等

 3. 海外売上高は､当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高
    であります｡

（重要な後発事象）
　　該当事項はありません。

723,664

18.2%

183,606

4.6%

－ －

00907,271

3,973,617

22.8%

2,473,389

9,399,383

26.3%

1,911,189

20.3%

562,199

6.0%

18.0% 10.5% 28.5%

1,006,348 583,796 1,590,144

5,576,721－ －

－２２－



 (１株当たり情報)

前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

      自   平 成 15年 3月  1日       自   平 成 16年 3月  1日        自   平 成 15年 3月  1日

      至   平 成 15年 8月 31日       至   平 成 16年 8月 31日        至   平 成 16年 2月 29日

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

1,273円84銭 1,322円60銭 1,313円61銭

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

32円62銭 20円65銭 2円87銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり中間 純利益金額については、新株予約権付社 純利益金額については、新株予約権付社

純損失が計上されており、また、潜在株 債等潜在株式がないため記載しておりま 債等潜在株式がないため記載しておりま

式が存在しないため記載しておりません。 せん。 せん。

（追加情報） 　当連結連結会計期間から｢１株当たり

　当中間連結会計期間から｢１株当たり 当期純利益に関する会計基準｣（企業会計

当期純利益に関する会計基準｣（企業会計 基準第２号）及び｢１株当たり当期純利益

基準第２号）及び｢１株当たり当期純利益 に関する会計基準の適用指針｣（企業会計

に関する会計基準の適用指針｣（企業会計 基準適用指針第４号）を適用しておりま

基準適用指針第４号）を適用しておりま す。

す。 　なお、同会計基準及び適用指針を前連

　なお、同会計基準及び適用指針を前中 結会計年度に適用して算定した場合の１

間連結会計期間及び前連結会計年度に適 株当たり情報については、以下のとおり

用して算定した場合の１株当たり情報に となります。

ついては、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 １株当たり純資産額

前中間連結会計期間 前連結会計年度 1,312円62銭

１株当たり当期純利益金額

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 1円41銭

1,282.26円 1,312.62円

１株当たり中間純利 １株当たり当期純利

益金額 益金額

9.57円 1.41円

－２３－



（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度 

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益又は中間(当期）

純損失（△）（千円）

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 13,750

　（うち利益処分による役員賞与金） （ － ） （ － ） （ 13,750 ）

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間（当期）純損失（△）（千円）

期中平均株式数（千株）

26,541

12,791

4,457

90,180

90,180

△146,890

△146,890

4,502 4,366

自   平成15年 3月 1日 自   平成16年 3月 1日 自   平成15年 3月 1日

至   平成15年 8月31日 至   平成16年 8月31日 至   平成16年 2月29日

－２４－



５．生産、受注及び販売の実績
(1)生産実績

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)商品仕入実績

（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3)販売実績

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

72.3% 527,213 74.0%

合計 342,432 100.0% 388,170 100.0% 712,736 100.0%

　化成品部門 251,695 73.5% 280,685

金額(千円) 構成比(%)

　機械部門 90,736 26.5% 107,485 27.7% 185,523 26.0%

金額(千円) 構成比(%) 金額(千円) 構成比(%)

事業の種類別
セグメントの名称

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

　至  平 成 15年 8月 31日) 　至  平 成 16年 8月 31日)

前連結会計年度

(自  平 成 15年 3月  1日 (自  平 成 16年 3月  1日 (自  平 成 15年 3月  1日

　至  平 成 16年 2月 29日)

39.0%

3,973,617 100.0% 5,576,721 100.0% 9,399,383 100.0%

1,768,385 44.5% 31.4%

構成比(%)

　機械部門 2,205,231 55.5% 3,824,217 68.6% 5,731,345 61.0%

3,668,037

7,693,116 100.0%

区分

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(自  平 成 15年 3月  1日 (自  平 成 16年 3月  1日 (自  平 成 15年 3月  1日

　至  平 成 16年 2月 29日)

5,483,679 71.3%

2,209,437 28.7%

前連結会計年度

(自  平 成 15年 3月  1日

　至  平 成 16年 2月 29日)

金額(千円) 構成比(%)

当中間連結会計期間

(自  平 成 16年 3月  1日

　至  平 成 16年 8月 31日)

金額(千円) 構成比(%)

(自  平 成 15年 3月  1日

　至  平 成 15年 8月 31日)

前中間連結会計期間

100.0%

32.5%

67.5%2,258,398

1,089,112

3,347,510

金額(千円) 構成比(%)

　至  平 成 15年 8月 31日) 　至  平 成 16年 8月 31日)

事業の種類別
セグメントの名称

合計

　機械部門

　化成品部門

2,878,637 70.4%

1,210,418

受注高(千円) 構成比(%) 受注高(千円) 構成比(%)

29.6%

　機械部門 4,551,038 93.3% 3,725,185 98.9%

4,089,055 100.0%

受注高(千円) 構成比(%)

　化成品部門 327,207 6.7%

合計 4,878,245 100.0% 100.0%

前連結会計年度

(自  平 成 15年 3月  1日

43,259

3,768,444

当中間連結会計期間

1.1%

100.0%

(自  平 成 16年 3月  1日

7,628,587

合計

　化成品部門

構成比(%) 金額(千円)金額(千円)

1,752,503

事業の種類別
セグメントの名称

前中間連結会計期間

(自  平 成 15年 3月  1日

　至  平 成 15年 8月 31日)

金額(千円)

　至  平 成 16年 2月 29日)

構成比(%)

　至  平 成 16年 8月 31日)

7,346,349 96.3%

282,238 3.7%

－２５－


